
議案第４０号

杉並区個人情報保護条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成２７年５月２８日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区個人情報保護条例の一部を改正する条例

第１条 杉並区個人情報保護条例（昭和６１年杉並区条例第３９号）の一部を次の

ように改正する。

目次中「第１５条」を「第１５条の２」に改める。

第２条中第４号を第６号とし、第３号の次に次の２号を加える。

(４) 特定個人情報 個人情報であつて、行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番

号利用法」という。）第２条第８項に規定する特定個人情報に該当するもの

をいう。

(５) 管理特定個人情報 管理個人情報であつて、特定個人情報に該当するも

のをいう。

第９条第１項中「個人情報」の次に「（特定個人情報を除く。以下この条にお

いて同じ。）」を加える。

第１４条第１項中「収集目的」の次に「（以下「収集目的」という。）」を、

「管理個人情報」の次に「（管理特定個人情報を除く。）」を加え、同条第２項

中「一に」を「いずれかに」に改め、同条の次に次の１条を加える。

（管理特定個人情報の利用の制限）

第１４条の２ 実施機関は、収集目的以外の目的のために管理特定個人情報を自

ら利用してはならない。

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、人の生命、身体又は財産に対する危

険を避けるため、緊急かつやむを得ないと認められる場合であつて、本人の同

意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるときは、収集目的以外の目

的のために管理特定個人情報を自ら利用することができる。ただし、本人又は



第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限

りでない。

３ 前条第３項及び第４項の規定は、前項本文の規定による利用（本人の同意が

あるものを除く。）について準用する。

第１５条第１項中「管理個人情報」の次に「（管理特定個人情報を除く。以下

この条において同じ。）」を加え、同条第２項中「外部提供を」を「管理個人情

報の外部提供を」に改める。

第４章中第１５条の次に次の１条を加える。

（管理特定個人情報の提供に係る報告）

第１５条の２ 前条第４項及び第５項の規定は、番号利用法第１９条第１３号の

規定に該当する場合にした管理特定個人情報の提供（本人の同意があるものを

除く。）について準用する。

第１８条第１項中「に定める」を「の定める」に改め、「自己情報」の次に

「（自己に関する管理特定個人情報を除く。）」を加え、同条第２項中「法定代

理人」の次に「（管理特定個人情報にあつては、未成年者若しくは成年被後見人

の法定代理人又は本人の委任による代理人）」を加え、同条第３項中「をするこ

とに」を「（管理特定個人情報に係るものを除く。以下この項において同じ。）

をすることに」に改める。

第１９条第１項中「、自己情報」の次に「（自己に関する管理特定個人情報を

除く。）」を加え、「に定める」を「の定める」に改める。

第２０条第１項を次のように改める。

何人も、次の各号のいずれかに該当するときは、この条例の定めるところに

より、実施機関に対し、自己情報の消去の請求（以下「消去請求」という。）

をすることができる。

(１) 第７条の規定に反し、又は第９条第１項若しくは第２項の規定によらな

いで自己に関する個人情報が収集されたとき。

(２) 第１６条第１項の規定に反し自己に関する個人情報が電子計算組織に記

録されているとき。

(３) 番号利用法第２０条の規定に反し自己に関する特定個人情報が収集され、



又は保管されているとき。

(４) 番号利用法第２８条の規定に反して作成された特定個人情報ファイル

（個人情報ファイルであつて、番号利用法第２条第９項に規定する特定個人

情報ファイルに該当するものをいう。）に自己に関する特定個人情報が記録

されているとき。

第２１条の見出しを「（利用中止請求権者等）」に改め、同条第１項を次のよ

うに改める。

何人も、次の各号のいずれかに該当するときは、この条例の定めるところに

より、実施機関に対し、当該利用又は提供の中止（以下「利用中止」とい

う。）の請求（以下「利用中止請求」という。）をすることができる。

(１) 第１４条第１項又は第２項の規定に反し自己情報の目的外利用がされて

いるとき。

(２) 第１４条の２第１項又は第２項の規定に反し収集目的以外の目的のため

に自己に関する管理特定個人情報の利用がされているとき。

(３) 第１５条第１項又は第２項の規定に反し自己情報の外部提供がされてい

るとき。

(４) 番号利用法第１９条の規定に反し自己に関する管理特定個人情報の提供

がされているとき。

第２７条中第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を加える。

２ 自己に関する管理特定個人情報については、他の法令に当該管理特定個人情

報の開示に関して規定されている場合であつても、この条例の規定による開示

を行うものとする。

第２条 杉並区個人情報保護条例の一部を次のように改正する。

第２条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。

(６) 情報提供等記録 番号利用法第２３条第１項及び第２項に規定する記録

に記録された特定個人情報をいう。

第１４条の２第２項中「管理特定個人情報」の次に「（情報提供等記録を除

く。）」を加える。

第１８条第１項及び第１９条第１項中「（自己に関する管理特定個人情報を除



く。）」を削る。

第２１条の次に次の１条を加える。

（情報提供等記録の適用除外）

第２１条の２ 情報提供等記録については、前３条の規定は、適用しない。

第２４条第２項中「訂正」の次に「（情報提供等記録の訂正を除く。）」を加

え、同条に次の１項を加える。

３ 実施機関は、第１項の規定により情報提供等記録の訂正をした場合において、

必要があると認めるときは、その旨を総務大臣及び番号利用法第１９条第７号

に規定する情報照会者又は情報提供者（当該訂正に係る番号利用法第２３条第

１項及び第２項に規定する記録に記録された者であつて、当該実施機関以外の

ものに限る。）に対し、遅滞なく、書面により通知しなければならない。

附 則

この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。

(１) 第１条のうち杉並区個人情報保護条例第１４条第１項の改正規定、同条の

次に１条を加える改正規定、同条例第１８条第２項及び第３項、第２０条第１

項並びに第２１条の見出し及び同条第１項の改正規定並びに同条例第２７条中

第２項を第３項とし、第１項の次に１項を加える改正規定並びに第２条中同条

例第１８条第１項及び第１９条第１項の改正規定 平成２８年１月１日

(２) 第２条の規定（杉並区個人情報保護条例第１８条第１項及び第１９条第１

項の改正規定を除く。） 行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）附則第１条第５号に規定す

る規定の施行の日

（提案理由）

特定個人情報の適正な取扱いを確保するとともに、特定個人情報の開示、訂正等

を実施するために必要な措置を講ずる必要がある。
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杉並区個人情報保護条例の一部を改正する条例新旧対照表

第１条による改正（杉並区個人情報保護条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

目次 目次

第１章～第３章 略 第１章～第３章 略

第４章 管理個人情報の利用（第１３ 第４章 管理個人情報の利用（第１３

条―第１５条の２） 条―第１５条 ）

第５章～第９章 略 第５章～第９章 略

附則 附則

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に 第２条 この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、それぞれ当該各 掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 号に定めるところによる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

(４) 特定個人情報 個人情報であつ

て、行政手続における特定の個人を

識別するための番号の利用等に関す

る法律（平成２５年法律第２７号。

以下「番号利用法」という。）第２

条第８項に規定する特定個人情報に

該当するものをいう。

(５) 管理特定個人情報 管理個人情

報であつて、特定個人情報に該当す

るものをいう。

(６) 略 (４) 略

（収集の制限） （収集の制限）

第９条 実施機関は、個人情報（特定個 第９条 実施機関は、個人情報

資 料
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人情報を除く。以下この条において同

じ。）を収集するときは、収集の目的 を収集するときは、収集の目的

を明らかにして、当該個人（以下「本 を明らかにして、当該個人（以下「本

人」という。）から直接これを収集し 人」という。）から直接これを収集し

なければならない。 なければならない。

２～４ 略 ２～４ 略

（目的外利用の制限） （目的外利用の制限）

第１４条 実施機関は、第８条第１項の 第１４条 実施機関は、第８条第１項の

規定により登録された収集目的（以下 規定により登録された収集目的

「収集目的」という。）の範囲を超え の範囲を超え

て、当該登録に係る管理個人情報（管 て、当該登録に係る管理個人情報

理特定個人情報を除く。）の利用（以 の利用（以

下「目的外利用」という。）をすると 下「目的外利用」という。）をすると

きは、本人の同意を得なければならな きは、本人の同意を得なければならな

い。 い。

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関 ２ 前項の規定にかかわらず、実施機関

は、次の各号のいずれかに該当する場 は、次の各号の一に 該当する場

合においては、本人の同意を得ない 合においては、本人の同意を得ない

で、目的外利用をすることができる。 で、目的外利用をすることができる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

３及び４ 略 ３及び４ 略

（管理特定個人情報の利用の制限）

第１４条の２ 実施機関は、収集目的以

外の目的のために管理特定個人情報を

自ら利用してはならない。

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関

は、人の生命、身体又は財産に対する

危険を避けるため、緊急かつやむを得

ないと認められる場合であつて、本人
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の同意があり、又は本人の同意を得る

ことが困難であるときは、収集目的以

外の目的のために管理特定個人情報を

自ら利用することができる。ただし、

本人又は第三者の権利利益を不当に侵

害するおそれがあると認められるとき

は、この限りでない。

３ 前条第３項及び第４項の規定は、前

項本文の規定による利用（本人の同意

があるものを除く。）について準用す

る。

（外部提供の制限） （外部提供の制限）

第１５条 実施機関は、管理個人情報 第１５条 実施機関は、管理個人情報

（管理特定個人情報を除く。以下この

条において同じ。）の区の機関以外の の区の機関以外の

ものへの提供（以下「外部提供」とい ものへの提供（以下「外部提供」とい

う。）をするときは、本人の同意を得 う。）をするときは、本人の同意を得

なければならない。 なければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関 ２ 前項の規定にかかわらず、実施機関

は、次の各号のいずれかに該当する場 は、次の各号のいずれかに該当する場

合においては、本人の同意を得ない 合においては、本人の同意を得ない

で、管理個人情報の外部提供をするこ で、外部提供を するこ

とができる。 とができる。

(１)～(３) 略 (１)～(３) 略

３～５ 略 ３～５ 略

（管理特定個人情報の提供に係る報告）

第１５条の２ 前条第４項及び第５項の

規定は、番号利用法第１９条第１３号

の規定に該当する場合にした管理特定
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個人情報の提供（本人の同意があるも

のを除く。）について準用する。

（開示請求権者） （開示請求権者）

第１８条 何人も、この条例の定めると 第１８条 何人も、この条例に定めると

ころにより、実施機関に対し、自己情 ころにより、実施機関に対し、自己情

報（自己に関する管理特定個人情報を 報

除く。）の開示の請求（以下「開示請 の開示の請求（以下「開示請

求」という。）をすることができる。 求」という。）をすることができる。

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代 ２ 未成年者又は成年被後見人の法定代

理人（管理特定個人情報にあつては、 理人

未成年者若しくは成年被後見人の法定

代理人又は本人の委任による代理人）

は、本人に代わつて開示請求をするこ は、本人に代わつて開示請求をするこ

とができる。 とができる。

３ 開示請求（管理特定個人情報に係る ３ 開示請求をすることに

ものを除く。以下この項において同

じ。）をすることにつき本人が委任し つき本人が委任し

た代理人は、やむを得ない理由により た代理人は、やむを得ない理由により

本人が開示請求をすることができない 本人が開示請求をすることができない

と認められるときに限り、本人に代わ と認められるときに限り、本人に代わ

つて開示請求をすることができる。 つて開示請求をすることができる。

（訂正請求権者） （訂正請求権者）

第１９条 何人も、自己情報（自己に関 第１９条 何人も、自己情報

する管理特定個人情報を除く。）につ につ

いて事実に関する記録に誤りがあると いて事実に関する記録に誤りがあると

きは、この条例の定めるところによ きは、この条例に定めるところによ

り、実施機関に対し、当該自己情報の り、実施機関に対し、当該自己情報の

訂正の請求（以下「訂正請求」とい 訂正の請求（以下「訂正請求」とい

う。）をすることができる。 う。）をすることができる。
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２ 略 ２ 略

（消去請求権者） （消去請求権者）

第２０条 何人も、次の各号のいずれか 第２０条 何人も、第７条の規定に反

に該当するときは、この条例の定める し、若しくは第９条第１項若しくは第

ところにより、実施機関に対し、自己 ２項の規定によらないで自己に関する

情報の消去の請求（以下「消去請求」 個人情報が収集されたとき、又は第１

という。）をすることができる。 ６条第１項の規定に反し自己に関する

(１) 第７条の規定に反し、又は第９ 個人情報が電子計算組織に記録された

条第１項若しくは第２項の規定によ ときは、この条例に定めるところによ

らないで自己に関する個人情報が収 り、実施機関に対し、自己情報の消去

集されたとき。 の請求（以下「消去請求」という。）

(２) 第１６条第１項の規定に反し自 をすることができる。

己に関する個人情報が電子計算組織

に記録されているとき。

(３) 番号利用法第２０条の規定に反

し自己に関する特定個人情報が収集

され、又は保管されているとき。

(４) 番号利用法第２８条の規定に反

して作成された特定個人情報ファイ

ル（個人情報ファイルであつて、番

号利用法第２条第９項に規定する特

定個人情報ファイルに該当するもの

をいう。）に自己に関する特定個人

情報が記録されているとき。

２ 略 ２ 略

（利用中止請求権者等） （目的外利用等の中止請求権者等）

第２１条 何人も、次の各号のいずれか 第２１条 何人も、第１４条第１項若し

に該当するときは、この条例の定める くは第２項の規定によらないで自己情

ところにより、実施機関に対し、当該 報の目的外利用がされているとき、又
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利用又は提供の中止（以下「利用中 は第１５条第１項若しくは第２項の規

止」という。）の請求（以下「利用中 定によらないで自己情報の外部提供が

止請求」という。）をすることができ されているときは、この条例に定める

る。 ところにより、実施機関に対し、当該

(１) 第１４条第１項又は第２項の規 目的外利用又は外部提供の中止（以下

定に反し自己情報の目的外利用がさ 「利用中止」という。）の請求（以下

れているとき。 「利用中止請求」という。）をするこ

(２) 第１４条の２第１項又は第２項 とができる。

の規定に反し収集目的以外の目的の

ために自己に関する管理特定個人情

報の利用がされているとき。

(３) 第１５条第１項又は第２項の規

定に反し自己情報の外部提供がされ

ているとき。

(４) 番号利用法第１９条の規定に反

し自己に関する管理特定個人情報の

提供がされているとき。

２ 略 ２ 略

（他法令との調整等） （他法令との調整等）

第２７条 略 第２７条 略

２ 自己に関する管理特定個人情報につ

いては、他の法令に当該管理特定個人

情報の開示に関して規定されている場

合であつても、この条例の規定による

開示を行うものとする。

３ 略 ２ 略
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第２条による改正（杉並区個人情報保護条例の一部改正）

新 条 例 旧 条 例

（定義） （定義）

第２条 この条例において、次の各号に 第２条 この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、それぞれ当該各 掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 号に定めるところによる。

(１)～(５) 略 (１)～(５) 略

(６) 情報提供等記録 番号利用法第

２３条第１項及び第２項に規定する

記録に記録された特定個人情報をい

う。

(７) 略 (６) 略

（管理特定個人情報の利用の制限） （管理特定個人情報の利用の制限）

第１４条の２ 略 第１４条の２ 略

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関 ２ 前項の規定にかかわらず、実施機関

は、人の生命、身体又は財産に対する は、人の生命、身体又は財産に対する

危険を避けるため、緊急かつやむを得 危険を避けるため、緊急かつやむを得

ないと認められる場合であつて、本人 ないと認められる場合であつて、本人

の同意があり、又は本人の同意を得る の同意があり、又は本人の同意を得る

ことが困難であるときは、収集目的以 ことが困難であるときは、収集目的以

外の目的のために管理特定個人情報 外の目的のために管理特定個人情報

（情報提供等記録を除く。）を自ら利 を自ら利

用することができる。ただし、本人又 用することができる。ただし、本人又

は第三者の権利利益を不当に侵害する は第三者の権利利益を不当に侵害する

おそれがあると認められるときは、こ おそれがあると認められるときは、こ

の限りでない。 の限りでない。

３ 略 ３ 略

（開示請求権者） （開示請求権者）
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第１８条 何人も、この条例の定めると 第１８条 何人も、この条例の定めると

ころにより、実施機関に対し、自己情 ころにより、実施機関に対し、自己情

報 報（自己に関する管理特定個人情報を

の開示の請求（以下「開示請 除く。）の開示の請求（以下「開示請

求」という。）をすることができる。 求」という。）をすることができる。

２及び３ 略 ２及び３ 略

（訂正請求権者） （訂正請求権者）

第１９条 何人も、自己情報 第１９条 何人も、自己情報（自己に関

につ する管理特定個人情報を除く。）につ

いて事実に関する記録に誤りがあると いて事実に関する記録に誤りがあると

きは、この条例の定めるところによ きは、この条例の定めるところによ

り、実施機関に対し、当該自己情報の り、実施機関に対し、当該自己情報の

訂正の請求（以下「訂正請求」とい 訂正の請求（以下「訂正請求」とい

う。）をすることができる。 う。）をすることができる。

２ 略 ２ 略

（情報提供等記録の適用除外）

第２１条の２ 情報提供等記録について

は、前３条の規定は、適用しない。

（決定後の手続） （決定後の手続）

第２４条 略 第２４条 略

２ 前項の規定により、訂正（情報提供 ２ 前項の規定により、訂正

等記録の訂正を除く。）、消去又は利 、消去又は利

用中止をしたときは、その旨を当該管 用中止をしたときは、その旨を当該管

理個人情報の外部提供を受けているも 理個人情報の外部提供を受けているも

のに対し通知しなければならない。 のに対し通知しなければならない。

３ 実施機関は、第１項の規定により情

報提供等記録の訂正をした場合におい

て、必要があると認めるときは、その

旨を総務大臣及び番号利用法第１９条
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資 料

第７号に規定する情報照会者又は情報

提供者（当該訂正に係る番号利用法第

２３条第１項及び第２項に規定する記

録に記録された者であつて、当該実施

機関以外のものに限る。）に対し、遅

滞なく、書面により通知しなければな

らない。


